




3 
 

第９回金属材料研究会（７月 10 日開催、13 社）、第７回接合・複合技術研究会（７月 23 日開催、

18 社） 

（三重県・北海道の産業連携） 

・平成 25 年２月 21 日に設置した「三重県・北海道」産業連携推進会議のもと、三重県のものづくり

技術と北海道の未利用資源を含む地域資源を、県域を越えた人と人、モノがつながることにより、

新たなビジネスの創出、地域経済の活性化をめざす取組を推進。 

（９月末実績見込み：「ものづくりテクノフェア 2013」（札幌市）に出展（７月 24 日開催）） 

 

＜実践取組２＞（新エネルギー導入部会） 

  「三重県新エネルギービジョン」の５つの戦略プロジェクトにより新エネルギーの導入を促進。 

① 地域エネルギー創出プロジェクト 

② まちづくり、地域づくりにおける新エネルギー導入プロジェクト 

③ 家庭、事業所における新エネルギー導入プロジェクト 

④ エネルギーの高度利用促進プロジェクト 

⑤ 新エネルギー関連産業等育成プロジェクト 

（メガソーラー地域活性化研究会） 

・メガソーラーの整備を契機に産業振興など地域活性化につなげるため、事業者や関係市町等ととも

に研究会を開催。（９月末実績見込み：木曽岬メガソーラー関係、５月 13 日、７月 16 日研究会開催） 

（メタンハイドレート地域活性化研究会） 

・メタンハイドレートを地域経済の振興に活用していくため、国や（独）石油天然ガス・金属鉱物資
源機構（ＪＯＧＭＥＣ）の調査研究の動向を注視するとともに、市町とともに地域活性化につなが
る取組方策を検討。 

（木質バイオマスエネルギー：農林水産部） 

・森林組合、林家、行政等関係事業者による協議会の開催、木質バイオマス推進員の普及活動、木質

チップ原料を供給する事業者の収集・運搬設備や新たな雇用等への支援など木質バイオマスの安定

供給体制を構築。 

（農業用水を活用した小水力発電：農林水産部） 

・農業用水を活用した小水力発電施設の導入に向けた中勢用水地区における実施設計の策定。 

・小水力発電の普及に向けた地域の小水力発電量の賦存量調査や市町及び水路管理者への情報提供及

び説明会の実施。 

（その他新エネルギーの導入促進） 

・市町や地域コミュニティ単位で行う地域の新エネルギー資源を活用した創エネ等の取組や家庭、事

業者の新エネルギー設備導入の支援。 

・メガソーラーなど新エネルギーの整備を行おうとする事業者等の相談やメガソーラー等を活用した

産業振興、防災対策、環境保全など地域貢献施設の整備を行う事業者の支援。 

 

＜実践取組３＞（地域モデル検討部会） 

・産業特性や地域特性など本県の強みを生かし、環境・エネルギー技術やＩＴ技術を活用したビジネ

スモデルや社会モデルを提案していき、新たなビジネスの創出を促進。 

（桑名プロジェクト検討会（市街地）） 

 ・桑名市の「陽だまりの丘」をフィールドに、地域の安全・安心、子育て環境の課題に対応するため、

ＥＶ車両のシェア事業、住居等へのエネルギーマネジメントシステム導入など環境・エネルギー技
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・現在、国内外のバイオマス資源の賦存量やバイオリファイナリーに関する技術調査などの基礎調査

結果を実施しているところです。今後は、調査結果などを踏まえ、今後の取組方策を研究会で検討

し、企業主体の研究開発プロジェクト化を促進していくことが必要です。 

・今年度、三重大学と県内中小企業が採択を受けたＮＥＤＯ委託事業である未利用柑橘類を活用した

バイオ燃料生産技術開発の実証レベルの研究開発に向けて、可能性調査事業を開始し、熊野地域を

フィールドに地産地消のビジネスモデルの実現を目指して技術検討及び市場調査を開始しています。 

（自動車の軽量化に向けた研究会） 

・自動車の軽量化に向けては、「複合プラスチック」、「金属材料」、「接合・複合技術」、「ＣＡＥ活用」、

「電動・電装部品」の５つの研究会を通じて、県内企業に対する技術動向等の情報発信を行ってい

ます。今後は、工業研究所と連携し、試作・テスト等に向けた技術開発につなげていくことが必要

です。 

（三重県・北海道の産業連携） 

・北海道との産業連携について、十勝地域をフィールドに両地域の課題を互いの強みを生かして解決

を図ることができるよう企業間の連携・交流を進めています。新たなビジネスを創出し地域経済の

活性化につなげていくためには、具体的なプロジェクトを構築し、参画メンバーの拡大や他地域と

の連携に取り組むなど、ネットワークの拡大を図ることが必要です。 

 

＜実践取組２＞ 

（雇用経済部） 

・「三重県新エネルギービジョン」の目標達成に向け、市町と連携した新エネルギーのまちづくり、

地域づくりや、家庭、事業所の取組支援など５つの戦略プロジェクトを進めることが必要です。 

（メガソーラー地域活性化研究会） 

・木曽岬干拓地メガソーラーに関して、メガソーラー整備による新エネ導入を産業振興などの地域活

性化につなげていくため、事業者や関係市町などとともに事業調整などにかかる研究会（５月、７

月）を実施しました。このような中、５月に地域内に特別目的会社（木曽岬メガソーラー株式会社）

が設立され、７月に工事に着手しています。今後も、メガソーラーなどの新エネルギー導入の取組

を産業振興など周辺地域の活性化につなげる取組を進めていくことが必要です。 

（メタンハイドレート地域活性化研究会） 

・平成 25 年３月に設置した「メタンハイドレート地域活性化研究会」などにおいて、基礎的な知識

や技術開発の動向の情報を収集しているところです。今後、具体的な地域活性化につなげる事例な

どの研究を進めていくことが必要です。 

（農林水産部） 

（木質バイオマスエネルギー） 

・安定供給体制づくりに向けて、三重県木質バイオマスエネルギー利用推進協議会が９月に開催（１

回）される予定であるとともに、木質チップ原料を供給する事業者の収集・運搬機械の導入等を支

援（５事業体）しています。また、木質チップ原料の供給を促すため木質チップ原料のストックヤ

ードの確保を支援しています。安定供給体制づくりに向けて、供給事業者の拡大とともに発電や熱

利用など木質バイオマスエネルギー利用の拡大に取り組む必要があります。 

（農業用水を活用した小水力発電） 

・中勢用水地区において、小水力発電施設整備のための実施設計に着手しました。施設整備着手に向

け、引き続き関係機関との具体的な協議や調整が必要です。 
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＜実践取組３＞ 

（雇用経済部） 

 ・環境・エネルギー関連技術を活用した地域ニーズを踏まえた地域の活性化を進めていくため、桑名、

熊野、鳥羽の３つの地域をモデルとして検討部会での議論を開始し、プロジェクトの取組方向の検

討、そして、具体的な取組にも着手しつつあります。例えば、 

（桑名プロジェクト検討会） 

・「桑名プロジェクト」では、桑名市の住宅団地（陽だまりの丘）を想定し、ＥＶ車両のシェア事業、

住居等へのエネルギーマネジメントシステム導入など、地域コミュニティでの環境・エネルギー関

連技術を活用したプロジェクトの検討を進めています。 

（熊野プロジェクト検討会） 

・「熊野プロジェクト」では、熊野市紀和町などを想定し、ＥＶ車両の観光周遊手段や非常時の活用、

木質バイオマスの地産地消システムなどを活用したプロジェクトの検討を開始しました。木質バイ

オマスの効率的な調達システムや木質バイオマスボイラーのほか、コージェネを用いた非常時に電

源供給できるシステムの検討を進めていくこととしています。 

（スマートアイランドプロジェクト検討会） 

・「スマートアイランドプロジェクト」では、プロジェクトの検討会を６月に発足し、鳥羽市の離島（答

志島）を想定し、離島内の周遊性向上を図る超小型電動車両や、災害時に利用可能な太陽光発電の

導入など、安全・安心と観光振興などにつながる地域づくりを地元関係者と検討しています。 

・このような中、地域との議論のなかで非常時の電源確保など、小型燃料電池を活用した新たな商品

開発にも取り組むこととしています。 

・桑名、熊野、鳥羽の３つのモデル地域の取組を推進していくためには、地域ニーズをとらえてビジ

ネスへと展開しようとする積極的な企業の参画が求められており、企業を加えた分科会の発足など

事業の具体化を図る体制を構築し、事業化に取り組むことが必要です。 

（ＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会） 

・７月に「三重県ＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」を県内外の産学官で設立しました。 

今後、ＩＣＴを活用した新たなビジネスモデル・社会モデルの検討を進め、住民・観光客の満足度

向上や産業振興、地域の活性化へつなげていくこととしています。 

（環境生活部） 

（電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業） 

・電気自動車等を活用した伊勢市低炭素社会創造協議会を７月 11 日に開催し、行動計画に掲げた５つ

の取組項目である「具体的観光プランの作成」、「外宮参道でのショーケース化の実施」、「災害時の

車両提供の仕組みづくり」、「充電施設等設置・運用指針の作成」、「シンボルマーク、ピクトグラム

等の作成」の具体的な取組内容を決定しました。今後、協議会で購入する一人乗り電気自動車や企

業からの提供を受ける二人乗り電気自動車の活用に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 





8 
 

や企業間の取組等を積極的にＰＲすることで、新たなプロジェクトの創出をめざすネットワークの

拡大を促進していきます。また、全体会議を開催し、今後の連携・交流の方向性を検討します。 

（省エネルギー技術を活用した新たな産業創生） 

 ・県内中小企業と農家などが進める「未利用工場排熱の農業生産システムへの展開事業（平成２５

年度経済産業省補助事業）」について、植物工場の新たな省エネ技術であるデシカント空調装置の

導入試験や、情報通信技術を活用した植物工場の最適環境制御技術の検討など、省エネ技術によ

る農商工連携などの取組も支援していきます。 

 

＜実践取組２＞ 

（雇用経済部） 

・新エネルギービジョンを推進するため、先進地の事例を調査するなど５つの戦略的プロジェクトや

目標数値を達成するための方策について検討を進めます。その際、新たに市町との連携を強化して

いくため、市町職員を対象に新エネルギーを活用したまちづくりの研修会を開催していきます。 

（メガソーラー地域活性化研究会） 

・主に木曽岬メガソーラー事業において、事業者等とともに産業振興など周辺地域の活性化につなが

る取組を研究会において検討します。 

（メタンハイドレート地域活性化研究会） 

・国等からメタンハイドレートの技術動向の情報を収集するとともに、地域の活性化につながるよう

企業や市町とともに研究します。 

 

（農林水産部） 

（木質バイオマスエネルギー） 

・木質バイオマスの安定供給体制づくりを進めるため、引き続き、「三重県木質バイオマスエネルギー

利用推進協議会」を活用して関係者間の連携を強化するとともに、木質チップ原料の供給事業者に

対し収集・運搬機械等の導入支援を行います。 

（農業用水を活用した小水力発電） 

 ・中勢用水地区において小水力発電施設整備のための実施設計を着実に進めます。また、農業用水に

おける発電量の賦存量調査を行い、市町及び水路管理者への情報提供をすることにより、自然エネ

ルギー導入に向けた普及啓発に取り組みます。 

 

＜実践取組３＞ 

（雇用経済部） 

（桑名・熊野・スマートアイランドプロジェクト検討会） 

・桑名、熊野、鳥羽の３つの地域モデルの検討会に、産学官民全員参加型のプロジェクト化を目指す

分科会を設置し、ビジネスモデルの具体化に向けて取組を進めます。 

・例えば、「桑名プロジェクト」については、「交通サービスモデル検討分科会」、「医療・子育て情報

事業検討分科会」、「住宅等へのエネルギーマネジメントシステム検討分科会」の３つの検討分科会

において、地域に加え参画企業と今後のプロジェクトを検討していきます。 

・また、「熊野プロジェクト」についても、「未利用木質バイオマスの地産地消型熱利用検討分科会」、

「電動車両の利活用方法検討部会」、「マイクロ水力発電分科会」の３つの検討分科会を設け、今後

のプロジェクトを検討していきます。その際、電動車両の利活用方法では、観光周遊手段と非常時
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の電源供給手段として、自動車関係企業の参画のもと、手段として最適な電動車両が何であるか等、

議論を深めていくこととしています。 

・さらに、「スマートアイランドプロジェクト」では、シート型太陽光発電装置などを照明などの電源

として活用する自然を生かした新たな観光施設の検討を行うこととしており、新たな観光ビジネス

の構築に向けた実証を下半期から開始します。 

 ・熊野プロジェクト検討会（熊野市）、スマートアイランドプロジェクト検討会（鳥羽市）の防災訓練

などと連携し、小型燃料電池を活用した非常用の電源確保などユーザーニーズの把握や、県内もの

づくり中小企業との意見交換などの取組を進めていきます。 

（ＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会） 

・「ＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」においては、「観光ＷＧ（行動分析、周遊動向）」、「医

療ＷＧ（未病健康サービス）」、「共通基盤ＷＧ（共通プラットフォーム）」などを立ち上げる予定で

あり、協議会員の拡大などネットワークの拡充を図るとともに、新たなビジネスモデル・社会モデ

ルの検討を行っていきます。 

・例えば、伊勢志摩をフィールドとして、検査サービスと組み合わせた医療ツーリズムの検討や、身

体部位センサー、健康診断データと治験ネットワークとの連携による医工連携プロジェクトなどの

検討を進めてまいります。 

（環境生活部） 

（電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業） 

・電気自動車等を活用した伊勢市低炭素社会創造協議会では、ＥＶ等ドライブルートの作成、シンボ

ルマークデザインの発表・広報、充電施設等設置・運用指針の作成等の取組を進めていきます。 

 

（翌年度） 

＜実践取組１＞ 

（雇用経済部） 

（エネルギー関連技術研究会） 

 ・エネルギー関連技術研究会の開催や共同研究を実施するとともに、みえスマートライフ推進協議会

の会員の拡大などネットワークの拡充を図り、オープンイノベーションを推進・加速できる体制を

工業研究所とも連携して強化します。 

 ・今年度共同研究プロジェクトを実施しているテーマのうち、実用化の可能性が高いテーマについて

は、来年度の国のプロジェクトへの提案に向けて取り組みます。 

・環境省の委託事業として、地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティー調

査結果を踏まえ、地域モデルへの展開も視野に入れ、新たな再エネ・省エネに関する製品化に向け

たビジネスモデルの提案を行います。 

（みえバイオリファイナリー研究会） 

・参加企業メンバーと有意義な研究会の運営を図り、企業が主体となった研究開発プロジェクトの構

築を図り、産業創生に取り組みます。 

・未利用柑橘類を活用したバイオ燃料生産技術開発について、地産地消のビジネスモデルの実現を目

指し、地域社会と連携しながら調査事業の結果を踏まえ、実用化に向けた取組を進めてまいります。 

（自動車の軽量化に向けた研究会） 

・自動車の軽量化については、同じ課題を持つ他県と連携し、既存テーマの深堀りや参加企業による

プロジェクト化、新テーマの発掘、新たな交流会開催企業の開拓を進めていきます。 
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（三重県・北海道の産業連携） 

・北海道連携における十勝ラウンドの成果等を検証し、地域の課題解決につながるプロジェクトの創

出を支援するとともに、参画メンバーや他の地域ラウンドへの拡大を検討していきます。 

 

＜実践取組２＞ 

（雇用経済部） 

・三重県新エネルギービジョンの推進に向け、市町と連携した新エネルギーのまちづくりの取組や家

庭、事業者の木質バイオマス熱利用など新エネルギー設備への支援を行えるよう、国等のさまざま

な支援策等を活用し、新エネルギーの導入を促進します。 

（メガソーラー地域活性化研究会） 

・主に木曽岬メガソーラー事業において、周辺地域の活性化に事業者とともに取り組みます。 

（メタンハイドレート地域活性化研究会） 

・次世代のエネルギーであるメタンハイドレートの実用化に向けた技術動向や地域活性化につながる

方策について、市町や企業などと研究を続け、国に対して提言活動ができるような研究会組織のレ

ベルアップを進めます。 

（農林水産部） 

（木質バイオマスエネルギー） 

・平成 26 年秋に本格稼動予定の県内初の木質バイオマス発電事業に向けて、木質チップ原料の供給

事業者に対し収集・運搬機械等の導入支援を行うなど、木質バイオマスを安定供給できる体制づく

りに取り組みます。 

（農業用水を活用した小水力発電） 

 ・中勢用水地区において、実施設計に基づき、小水力発電施設の整備に着手します。また、農業用

水における発電量の賦存量調査結果をもとに、市町及び水路管理者と連携して、自然エネルギー

導入に向けた普及啓発に取り組みます。 

 

＜実践取組３＞ 

（雇用経済部） 

（桑名・熊野・スマートアイランドプロジェクト検討会） 

・桑名、熊野、鳥羽の３つの地域モデルの検討会並びに分科会を運営し、ビジネスモデルの具体化に

向け、国等の支援策を活用しつつ取組を進めます。 

 ・小型燃料電池を活用した非常時の電源確保など地域と連携した取組や県内企業との連携による小型

燃料電池を活用した新たな商品の開発支援など、新たなビジネスモデルの創出に向けた取組を進め

ていきます。 

・「熊野プロジェクト」については、県内大手機械メーカーなど企業参画のもと、熊野市と連携しなが

ら事業の具現化に向け、国の支援策を活用しつつ取組を進めます。また、自動車関連企業からのＥ

Ｖ、ＰＨＶ等電動車両の貸し出し（試験運用）を受け、企業とも連携し、熊野市と事業の具現化に

向け、国の支援策を活用しつつ取組を進めます。 

・また、「スマートアイランドプロジェクト」では、新たな観光施設の実証結果（旅行者のニーズ把握

など）を踏まえ、新たな観光誘客方策としての電動アシスト自転車や超小型車両の活用、流木など

バイオマスを活用した熱利用などの再生可能エネルギーの利活用にも取り組んでまいります。 
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（ＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会） 

・引き続き、三重県ＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会の会員の拡大などネットワークの拡充を

図り、オープンイノベーションを推進・加速できる体制を強化します。 

・県庁内で保有する行政情報のオープンデータ化に向けた検討を行うとともにＩＣＴ・ビッグデータ

等を活用した伊勢志摩などでの観光、医療の新たなビジネスモデルの実証実験につなげていきます。 

（環境生活部） 

（電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業） 

・電気自動車等を活用した伊勢市低炭素社会創造協議会において作成した行動計画に基づいて、超小

型モビリティ等のＥＶ等の活用やＥＶ等ドライブマップの作成等により、ＥＶ等で観光できる環境

づくりを進めていきます。 

 


